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玉名市自治基本条例（解説） 

前文 

我々のまち玉名市は、熊本県の北部に位置し、菊池川の恵みを受け、豊富な水と緩やかに広

がる玉名平野を有し、小岱山と金峰山系の山々、そして豊穣の有明海を臨む恵まれた自然の中

に歴史と伝統文化の息づく田園都市として、また、多様な教育の場や文化を有する文教の地と

して発展してきた。 

我々は、先人たちが築いてきた地域資源や素晴らしい風土を保ちながら、また、歴史や文化

などの特色を生かしつつ、未来を担う子どもたちへ引き継ぐとともに、全ての市民が玉名に住

むことを誇りとし、玉名に住んでよかったと思えるような、安心して生活できる安全なまちづ

くりを目指すことが求められている。 

また、一人一人が積極的に地域のまちづくり活動に参画し、市民、市議会及び執行機関との

相互協力により、自主的、自立的にまちづくりを進めていく必要がある。 

我々は、人と人との触れ合いを大切にし、子どもから高齢者までの誰もが個性や自立性を尊

重し、まちづくりの担い手となり、市民が主体となるまちづくりを進めるため、本市の自治の

最も基本となる規範として、玉名市自治基本条例を制定する。 

【解説】 

前文は、この条例を制定するに当たっての基本的な認識や決意等を明らかにし、この条例全般

にわたる解釈・運用のよりどころとなるものです。 

また、本市の条文形式の規定に従い「である調」で表現しています。 

「我々」とは、玉名市の自治を構成している「市民」「市議会」「執行機関（行政）」の三者す

べてを含めて表現しています。 

第１段落は、玉名市の地勢や歴史、特性を述べています。 

第２段落は、先人たちが築いてきた地域資源や素晴らしい風土を保ちながら、歴史や文化を活

かしつつ未来を担う子どもたちに引き継ぐことが重要であることを述べています。また、すべて

の市民が「玉名に住んでよかった」と思えるような安心して生活できる、安全なまちづくりを目

指すことが求められています。 

第３段落は、自らの地域のことについて主体的に考え、市民、市議会、執行機関の三者が協働

し、まちづくりを進めることの必要性を述べています。 

第４段落は、上記の事柄を踏まえて制定する条例の目的や市民の決意を述べるもので、本市の

自治の最も基本となる規範として制定することを宣言しています。 

 

第１章 総則 

 （目的） 

第１条 この条例は、本市における自治の基本理念及び基本原則を明らかにするとともに、市

民、市議会及び執行機関の責務並びに参画及び協働による自治運営の基本的事項を定めること

により、市民主体の自治の実現を図ることを目的とする。 

【解説】 

目的規定は、この条例が何を目指しているか理解できるようにするとともに、条例に規定する
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内容を明らかにするものです。 

この条例では、玉名市における自治の考え方（基本理念）やその進め方（基本原則）を明らか 

にし、市民、市議会、執行機関の責務などを定め、市民が主体の自治の実現を図ることを規定し

たものです。 

 

 （条例の位置付け） 

第２条 この条例は、本市の自治の基本的事項について、市が定める最も基本となる規範であ

り、他の条例、規則等の制定及び改廃に当たっては、この条例の趣旨を尊重しなければならな

い。 

【解説】 

自治基本条例は、自治体の組織と運営の基本原則について定めたものであり、「自治体の憲

法」と言われています。一般的に自治基本条例の位置付けとしては、「最高規範」として位置づ

けている自治体が多く、本市でも「最も基本となる規範」と位置付けています。 

条例、規則等の制定改廃に当たっては、自治基本条例の趣旨を尊重しなければならないことを

規定したものです。 

 

 （定義） 

第３条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 市民 市内に居住し、通勤し、若しくは通学する者又は市内で活動し、若しくは事業を営

むもの等をいう。 

(2) 執行機関 市長（公営企業管理者の権限を含む。）、教育委員会、選挙管理委員会、監査委

員、農業委員会、公平委員会及び固定資産評価審査委員会をいう。 

(3) 参画 政策の立案から実施に至るまでの過程に主体的に参加することをいう。 

(4) 協働 市民、市議会及び執行機関が自主性を尊重し、対等な立場で相互に補完し協力する

ことをいう。 

(5) まちづくり 自分たちの暮らす地域を住み良くしていくことを目的として様々な人々が協

力し、及び連携して行う取組及び活動をいう。 

【解説】 

この条例の中で使われる用語のうち、認識を共通にしておきたい重要な用語である「市民」、

「執行機関」、「参画」及び「協働」について定義したものです。 

第１号（市民） 

自治に関する様々な活動には、市内の企業や学校、そこに通勤、通学する人たち、また、市民

活動団体、そこで活動する人たちの協力も不可欠と考え、住民に限らず幅広く市民を定義してい

ます（外国籍の市民も含みます。）。また、「者」は個人を指し、「もの」には個人のほか団体、企

業等を含んでいます。 

第２号（執行機関） 

執行機関とは、市長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、農業委員会、公平委員会及び

固定資産評価審査委員会を指し、独自の執行権を有し、担任する事務について、自治体としての
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意思決定を自ら行い、外部に表示することができる機関をいいます。 

第３号（参画） 

 男女共同参画など、「参画」という言葉がよく使用されるようになっていますが、「参加」と

「参画」の違いは、「参加」とは、決まったことに形式的に加わることをいい、「参画」とは、企

画立案の意思決定過程の段階から主体的に参加することをいいます。「参画」は、意思決定過程

において、積極的に計画立案に入っていくということが自治基本条例の趣旨からも参画の姿であ

り、例えば、審議会等の委員となって発言するなど、市の政策形成及びその実施過程において市

民が主体的に関わることをいいます。 

第４号（協働） 

多様化する地域の課題や市民ニ－ズに対し、市議会や執行機関だけで取り組むことが困難な状

況の中、それぞれの責任と役割分担に基づき、互いの特性を尊重し、対等な立場で連携、協力し

合うことによって、その課題を解決し、目的を実現することをいいます。 

第５号（まちづくり） 

 自分たちが暮らしている地域を住み良く、よりよいものに創り上げていくために、様々な人々

が協力・連携して行う取組や活動を指しています。 

 

 （自治の基本理念） 

第４条 市民、市議会及び執行機関は、次に掲げる基本理念によって自治の確立を目指すものと

する。 

 (1) 市民一人一人の基本的人権が守られ、互いに助け合いながら、安心して安全に暮らすこと

ができる市政を行うこと。 

 (2) 先人が築いてきた地域の歴史、文化及び自然環境を大切にし、地域の特性を伸ばしなが

ら、次世代に引き継いでいくこと。 

 (3) 市民の積極的な参画及び協働の下、適切な行財政運営及び議会活動を行うこと。 

(4) 自治体としての自立性を確保し、国及び県と対等な立場で連携していくこと。 

【解説】 

前文、目的にのっとり、これからの新しい玉名市の自治の基本的な考え方を示すものです。 

自治は、そこに暮らし活動するすべての人々のためのものです。今後、本市の自治は、市民一

人一人の人権を尊重しながら安心して安全な暮らしが実感できること、先人が築いてきた地域の

歴史や文化などを継承すること、市民の積極的な参画のもとに市民の意思を適切に反映した市政

と議会活動が行われること、自主・自立の市政運営を国及び県と対等な立場で連携していくこと

を基本理念として規定したものです。 

 

 （自治の基本原則） 

第５条 市民、市議会及び執行機関は、自治を推進するため、それぞれの責務に基づいて参画

し、協働することを原則とする。 

【解説】 

自治の基本原則として、まず、主体的な「参画」、そして「協働」を規定したものです。地方
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自治の本旨に立つならば、参画は当然のことといえます。また、多様化する地域の課題や市民ニ

－ズに対し、市議会や執行機関だけで取り組むことが困難な状況にある中、ＮＰＯを始めとする

様々な市民活動との協働が重要です。 

 

第２章 市民の権利及び責務 

 （市民の権利） 

第６条 市民は、個人として尊重され、快適な環境において安心して安全に暮らすことができる

権利を有するものとする。 

２ 市民は、まちづくりの主体であり、まちづくりに参画する権利を有し、まちづくりに関し提

案する権利を有するものとする。 

３ 市民は、市議会及び執行機関が保有する情報を知る権利を有するものとする。 

【解説】 

本条では、市民自治を一層推進するために市民の権利を規定したものです。 

第１項は、市民の権利として、最も基本的な権利を確認する意味を含めて規定したものです。 

第２項は、まちづくりの主体は市民であることを明らかにし、まちづくりに参画する権利

とまちづくりに関し提案する権利があることを規定したものです。これは権利であるため、

当然参画を強制するものではなく、参画しないからといって不利益を被るものではありません。 

第３項は、前項と同様に、市民自治の推進という観点から大変重要な権利です。情報の入手、

情報の共有なくして、市民の参画もありえません。 

 

 （市民の役割及び責務） 

第７条 市民は、市政への参画に当たっては、自治の主体であることを認識し、その発言及び行

動に責任を持ち、次に掲げることを行うものとする。 

(1) 市民一人一人の状況に応じて、その権利を行使し、まちづくりに参画すること。 

(2) 市民一人一人が互いに権利を認め合い、意思を尊重し、共存共栄を目指し、協力するこ 

と。 

(3) 次の世代及び玉名の自然環境に配慮し、豊かな地域社会づくり及びその継承を図るこ 

と。 

【解説】 

 市政への参画に当たって自治の担い手であることを認識して、その発言と行動に責任を持つこ

とを掲げています。また、法的な「義務」として強制するものではなく、主体的に果たす「責

務」として、規定したものです。 

第１号は、市民一人一人が状況に応じて、その権利を行使し、まちづくりに参画することが求

められていることを規定したものです。 

第２号は、市民一人一人が互いに権利を認め合い、相手の意思を尊重し、協力し合うことが求

められていることを規定したものです。 

第３号は、先人たちが築いてきた地域資源や素晴らしい風土を次世代へと継承するよう努めて

いくことを規定したものです。 
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（子どもの権利） 

第８条 次代を担う子どもは、年齢に応じて市政に関する情報を知る権利と、市政に参画する権

利を有するものとする。 

２ 市議会及び執行機関は、前項の権利を保障するため、子どもの主体性を尊重した参画の機会

の確保に努めるものとする。 

【解説】 

 まちづくりの原点は、人づくりです。特に少子高齢化が進展する中、次代を担う子どもたちが

早い段階からまちづくりに参画していくことは重要であることから、その保障とそれを見守り育

てていく環境づくりを規定したものです。 

 

第３章 市議会等の役割及び責務 

 （市議会の役割及び責務） 

第９条 市議会は、本市の議決機関として、広範な意見の聴取に努めるとともに、市政運営を監

視し、公平及び公正で透明性の高い市政が実現されるよう努めなければならない。 

２ 市議会は、自治の基本理念にのっとり、その権限を行使し、自治を推進するとともに、市民

に対して開かれた議会運営を行わなければならない。 

【解説】 

市議会は、住民の直接選挙で選ばれる議員をもって構成される機関であり、市議会は地方自治

法第９６条によって定められる議決機関として、条例の制定改廃、予算の決定などの自治体とし

ての意思決定を行うとともに、決算の認定などの行政を監視する役割があります。 

 第２項は、市議会は、前文に規定されている自治の基本理念にのっとって、地方自治法等によ

り与えられた権限を行使するとともに、開かれた議会運営を行うことに努めることを規定したも

のです。 

 

 （市議会議員の役割及び責務） 

第１０条 市議会議員は、政策の提案及び立法に関する活動に努めるとともに、市民の信頼に応

え、市民のために公正及び公平で、かつ、誠実に職務を行わなければならない。 

【解説】 

幅広く市民の意思を代表する市議会議員の果たす役割はますます重要になっています。前条に

定めた役割及び責務を市議会が果たすために、市議会議員は第４条で規定している自治の基本理

念にのっとって公正、公平、かつ、誠実に職務を遂行することが求められています。 

 

第４章 執行機関の責務等 
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 （執行機関の責務） 

第１１条 執行機関は、誠実にその権限に属する事務を行うとともに、積極的に市民福祉の増進

を図るため、まちづくりに寄与する公共的活動に協力し、必要な支援に努めなければならな

い。 

２ 執行機関は、適切に市の職員を指揮監督するとともに、市の職員の能力の向上を図り、その

能力が発揮されるよう努めなければならない。 

【解説】 

 執行機関が、どのように行政運営を進めるべきかを規定したものです。 

第１項は、「市民福祉の増進」とは、地方自治法第１条の２の「地方公共団体は、住民の福祉

の増進を図ることを基本として地域における行政を自主的かつ総合的に実施する」に基づくもの

で、社会福祉のみを表すものではなく、社会一般の利益を図ることを規定したものです。 

第２項は、市職員は、市の執行機関の業務を行うための補助機関であり、第 1 項に掲げる執行

機関の役割が果たせるようその職務を行うものであることを規定したものです。 

 

 （市長の責務） 

第１２条 市長は、市民の信託に応え、公正及び公平で、かつ、誠実に市政運営を行うととも

に、市民主体の自治を推進しなければならない。 

２ 市長は、市政運営について、その状況、結果及び将来の構想について市民に説明するととも

に、市民の意向を的確に把握し、市政の課題に対処したまちづくりを推進するよう努めなけれ

ばならない。 

３ 市長は、市民が安心して安全に暮らせるよう、市民の権利を擁護し、その生命及び財産を守

らなければならない。 

４ 市長は、市の職員を指揮監督し、その能力を評価した上で適正に配置するとともに、人材の

育成を図らなければならない。 

【解説】 

 市長は、市民から選挙によって選ばれた市の代表という地位にあって、市政を運営するために

必要な予算や条例などを議案として市議会に提案し、市議会の決定を受けて市政を行っていま

す。ここでは、市の代表者として、市民の信託に応えるために特に必要な責務について規定した

ものです。 

 第１項は、市長は、選挙によってその職を信託されたものであることから、その信託に応えて

市政運営を行い、自治の主体である市民のために、自治を推進することを責務として規定したも

のです。 

 第２項は、市長は、市政の運営について説明するよう定めるとともに、市民の意向を的確に把

握し市政の課題に対応するよう規定したものです。 

 第３項は、市長は、火災、地震などの災害や防犯等の観点から市民の権利を守り、市民の生

命、財産を守ることを規定したものです。 

 第４項は、市職員の指揮監督については地方自治法第１５４条に規定されていますが、本項で

はその趣旨を踏まえ規定したものです。また、市長は市職員の能力を適正に評価し、適正な配置
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を行うとともに、人材育成を図ることにより、効率的で効果的な市政運営を行うことを規定した

ものです。 

 

 （市の職員の責務） 

第１３条 市の職員は、市民全体の奉仕者として、公正及び公平で、かつ、誠実に職務に従事

し、全力を挙げてその職務に専念しなければならない。 

２ 市の職員は、職務の遂行に必要な知識、技能等の向上に努めなければならない。 

【解説】 

 地方公務員法第３５条に定められた職務専念義務と同様に規定したものです。 

第１項は、市長の補助機関である市職員は、当然のこととしてこの条例を遵守し、市民のため

に職務を遂行することを規定したものです。 

第２項は、市職員は、自らの知識や技能の向上に努めることを規定したものです。 

 

第５章 市政の原則及び制度 

 （市政の基本原則） 

第１４条 執行機関は、行政サービスの向上のため、政策形成等が連続し、及び循環していくこ

とが基本であることを認識し、総合的かつ計画的な市政運営を行わなければならない。 

２ 執行機関は、公平及び公正で透明性の高い開かれた市政運営を行わなければならない。 

３ 執行機関は、政策形成等の過程において、市民の参画を推進しなければならない。 

【解説】 

 市政の基本原則を規定したものです。 

第１項は、これからの自治体は、地域経営体としてその経営能力が強く求められています。こ

のような意味から執行機関は、ＰＤＣＡサイクル※ を基本にして、総合的かつ計画的な市政運営

を行うことを規定したものです。 

第２項は、公平及び公正で透明性の高い開かれた市政運営を行うことを規定したものです。 

第３項は、執行機関が行う政策の形成、執行、評価及び政策の形成への反映の過程に市民が参

画する権利を規定したものです。 

※Plan（計画）→Do（実行）→Check（評価）→Action（改善）の 4段階を繰り返すことによっ

て、業務を継続的に改善すること。 

  

 （総合的かつ計画的な市政） 

第１５条 市長は、総合的かつ計画的な行政を推進するため、基本構想を市議会の議決を経て策

定するとともに、その実現のための基本計画及び実施計画をまとめた総合計画を策定するもの

とする。 

２ 市長は、総合計画の策定に当たっては、市民の意見を適切に反映するよう努めるものとす

る。 

３ 市長は、総合計画について、市民への周知を図るとともに、その進行管理を適切に行うもの

とする。 
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【解説】 

総合計画は、まちづくりの最上位に位置付けられる計画であり、長期的展望に立った計画的、

効率的な行政運営の指針を示すもので、自治基本条例に規定することで、自治体の政策展開の根

幹たる地位の確立を図るものです。 

第１項は、市長は、将来像、基本目標を定めた総合計画基本構想（１０カ年）を市議会の議決

を経て策定し、また、その実現のための総合計画基本計画（５カ年）及び総合計画実施計画（３

カ年）を策定することを規定したものです。 

第２項は、市長は、総合計画の策定に当たっては、市民の意見の適切な反映に努めることを規

定したものです。 

第３項は、市長は、総合計画について、市民への周知を図り、その進行管理を適切に行うこと

を規定したものです。 

 

 （行政評価） 

第１６条 執行機関は、効率的で、かつ、市民にとって効果的な市政運営を行うため、市民も参

画する外部評価を取り入れた行政評価を実施し、その結果を政策の決定、予算の編成及び総合

計画の進行管理に反映させるものとする。 

２ 執行機関は、行政評価を実施したときは、その結果を公表するよう努めなければならない。 

【解説】 

 行政評価とは、市民に対して行政活動の中身を説明し、その評価を基に行政活動全体を改善・

改革するための手法です。また、外部評価制度を取り入れることで「市民にとっての効果は何

か」     

「当初期待したとおりの成果は上がっているのか」という視点から客観的に評価及び検証が可能

となります。評価結果を翌年以降の事務改善・計画の見直しにつなげることになります。 

さらに、評価に対する情報を公開することによって、説明責任を果たし、開かれた行政運営を

目指します。 

 

 （財政運営及び公表） 

第１７条 執行機関は、財政の健全化の確保に努めるとともに、総合計画を着実に推進するた

め、効率的で、かつ、効果的な財政運営を行うものとする。 

２ 執行機関は、財政状況について市民に分かりやすい資料を作成し、公表するものとする。 

【解説】 

 地方財政法第２条に「地方自治体は、その財政の健全な運営に努めること」と地方財政運営の

基本が規定されていますが、健全な財政運営に努めることはもちろん、年度ごとに行財政運営の

基本方針を定め、市民に対して説明責任と報告義務を有することについて執行機関の責務を規定

したものです。 

第１項は、健全な財政運営であるためには、収支均衡の保持（歳入と歳出の均衡が保たれてい

ること。）と財政構造の弾力性の確保（歳入において自主財源の割合が高く、歳出において義務

的経費の割合が低いこと。）が必要であることを規定したものです。 
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第２項の財政状況の公表については、市政運営にとって重要であることから、本条例において

も、市民にわかりやすい資料を作成し公表することを規定したものです。 

 

 （審議会等） 

第１８条 執行機関は、その所管する審議会等の委員の選定に当たっては、市民が積極的に参加

できるよう公募により行うよう努めるとともに、男女共同参画に配慮しなければならない。 

【解説】 

 政策決定に大きな役割を果たす附属機関（審議会や委員会など）への参画を条例で保障し、一

般化するものです。 

従来は、学識経験者や各種団体の長などから選任する場合が主でしたが、審議会等への参画

は、市の政策決定や計画策定に大きな役割を果たすものであり、近年は、市民の参画を促進する

ため、公募という手段をとる場合が増えてきています。今後も公募による選任に努めるととも

に、男女の共同参画に基づき、女性の登用についても配慮する必要があることとしています。 

 

 （行政手続） 

第１９条 執行機関は、市民の権利利益の保護に資するため、行政処分等に関する手続を定めな

ければならない。 

２ 行政処分等に関する手続に関し必要な事項は、別に条例で定める。 

【解説】 

 行政運営の更生と透明化を図り、市民の権利利益の保護に資するための行政手続きに関する規

定で、行政手続条例を保障し、一般化するものです。 

第１項は、行政手続（申請に対する処分、不利益処分、行政指導、届出）に関するル－ルをあ

らかじめ市民に明らかにすることを規定しており、情報公開制度や個人情報保護制度と同様、行

政の透明性を図る上で大切な考え方です。 

第２項は、行政処分等に関する手続に関し、より詳細な規定は「玉名市行政手続条例」で定め

ていることとしています。 

 

（市民の意見等への対応） 

第２０条 執行機関は、市民の市政に関する意見及び提案に対し、迅速かつ誠実に対応するよう

努めなければならない。 

【解説】 

執行機関は、市民からの意見提案について、迅速かつ誠実に対応するとともに、対応の経過や

結果等の記録を行い、公開していくことを想定しています。 

 

 （パブリックコメント手続） 

第２１条 執行機関は、市民生活に直接かつ重大な影響を与える政策等の策定に当たっては、市

民から当該政策等に係る意見を求める手続（以下「パブリックコメント手続」という。）を行
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うものとする。 

２ 執行機関は、パブリックコメント手続により提出された市民の意見を十分に考慮して意思決

定を行うとともに、その意見に対する考え方を取りまとめて公表しなければならない。 

【解説】 

第１項は、重要な施策や計画策定に当たり、事前に市民の意見を聴くことで、参画の推進、政

策形成における公正性・透明性の向上に資するためにパブリックコメントを実施するものです。 

第２項は、聴取した意見等について取りまとめて公表することを規定したものです。 

 

 （危機管理） 

第２２条 市長は、緊急時に備え、市民の身体、生命及び財産の安全性の確保並びに危機管理の

意識の向上に努めるとともに、総合的かつ機動的な危機管理の体制を強化するため、市民、事

業者、関係機関等との協力、連携及び相互支援を図らなければならない。 

【解説】 

 近年、国内で発生するおそれのある危機は、地震や水害などの自然災害、大規模な火災、化学

物質の漏洩などの事故、テロ災害、公共施設への不審者侵入事件、重篤な感染症・集団食中毒な

ど多岐に及んでおり、従来型の防災対策だけでは不十分な状況となってきています。 

そこで、市民の生命を預かる市長は、いつ起きるともわからない不測の事態に備え、市民、事

業者、関係機関等との協力のもと、危機管理体制の確立に努める必要があります。 

  

第６章 情報の共有 

 （情報共有の原則） 

第２３条 市民、市議会及び執行機関は、互いに情報を共有することを原則とする。 

【解説】 

 自治を推進するためには、市民、市議会、執行機関が容易に情報を共有することが不可欠で

す。また、情報の共有は参加や協働を行ううえでの前提条件でもあります。実際には、自治に

関す 

る情報は執行機関が多くを保有しているため、執行機関からの情報発信がまず大事なことです

が、三者相互の情報発信、情報共有も求められています。 
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 （情報公開） 

第２４条 執行機関は、政策形成等における情報を市民に分かりやすく公開するよう努めなけれ

ばならない。 

２ 情報の公開に関し必要な事項は、別に条例で定める。 

【解説】 

市民の市政への参画が一段と進む中で、より開かれた市政の実現が求められることから自治基

本条例に定義することにより、情報の公開を総合的に推進していこうとするものです。 

第１項は、市民が自ら必要とする情報の公開を市に請求し、この請求に応じて執行機関が情報

を公開するものですが、広報紙やホームページ、告示等の手段を使い、積極的に情報を提供する

情報公表制度を含むものです。 

第２項は、情報公開に関し、より詳細な規定は「玉名市情報公開条例」で定めていることとし

ています。 

 

 （個人情報保護） 

第２５条 執行機関は、個人の権利利益を保護するため、市の保有する個人情報を適正に取り

扱うとともに、個人情報の開示、訂正等を請求する権利を保障する等、個人の権利利益を保

護するため適切な措置を講じなければならない。 

２ 個人情報の保護に関し必要な事項は、別に条例で定める。  ※ R5.4.1 改正にて削除 

【解説】 

 近年、情報通信技術の発展により電子化された情報を、ネットワークを介して大量かつ迅速に

処理することが可能となり、個人情報の保護の必要性が急速に高まってきました。 

第１項は、個人情報保護法に基づき、個人情報の適正な取り扱いの基本となる原則を確立する

ためにも、情報公開制度と同様に自治基本条例に定義し、自治体として総合的に推進していくこ

との必要性を規定したものです。 

第２項は、個人情報保護に関し、より詳細な規定は「玉名市個人情報保護条例」で定めている

こととしています。 

 

第７章 市民参画 

 （参画の権利） 

第２６条 市民は、人種、信条、性別、社会的身分等にかかわらず、市政及び地域のまちづく

りに参画する権利を有する。 

２ 市民は、まちづくりに当たっては、公共の福祉、地域の発展及び環境の保全に配慮しなけ

ればならない。 

３ 市民は、参画に当たっては、その自主性が尊重されるとともに、参画すること又は参画し

ないことによって不利益な取扱いを受けない。 

【解説】 

市民の権利として直接規定する方法と行政の行為規範として規定することで参画の権利を事実

上保障するため、規定したものです。 
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第１項は、市民は、人種、信条、性別、社会的身分等にかかわらず、市政および地域のまちづ

くりに参画する権利を有することを規定したものです。 

第２項は、市民は、まちづくりにおける公共的活動に協力することで、公共の福祉、地域の発

展及び環境の保全に努めることを規定したものです。 

第３項は、市民は、参画に当たっては、その自主性が尊重されるとともに、参画することまた

は参画しないことによって不利益な取り扱いを受けないことを規定したものです。 

 

 （参画の制度） 

第２７条 執行機関は、政策の立案、実施、評価及び見直しの各段階において、継続的かつ多様

な手段で、市民の参画を推進するよう配慮しなければならない。 

２ 執行機関は、市民の参画の推進を実現するため、市民に等しく参画の機会を保障し、市民の

多様な意見を反映することに努めるとともに、参画が困難な市民が参画することができるよう

必要な支援を講ずるよう努めるものとする。 

３ 執行機関は、市民の参画の機会を広げるため、多様な手法をとるよう努めるものとする。 

【解説】 

 市民参画、協働は、市民が自治の主体であるという基本理念を実現するための最も重要な項目

であり、第６条の市民の権利に「市民は、まちづくりの主体であり、まちづくりに参画する権利

を有し、まちづくりに関し提案する権利を有する。」と規定しています。ここでは、その権利を

保障する執行機関の責務を規定したものです。 

 

第８章 地域コミュニティ活動 

第２８条 市民は、互いに助け合い地域の課題に自ら取り組むことを目的として自主的に形成さ

れた集団（以下「地域コミュニティ」という。）が自治の担い手であることを認識し、これを

守り育てるよう努めるものとする。 

２ 執行機関は、地域コミュニティの自主性及び自立性を尊重し、地域コミュニティの公益的な

活動を支援するよう努めるものとする。 

３ 市議会は、地域コミュニティの自主性及び自立性を尊重するものとする。 

【解説】 

これまで自治会などの地縁型のコミュニティが、自治の推進のために果たしてきた役割は大き

く、今後もまちづくりの中心的な担い手として重要性が増していくものと考えられます。 

また、近年では、地縁だけにとらわれない、ＮＰＯなどの活動内容や目的によって人が結びつ

くテーマ型コミュニティの活動が盛んになり、こちらも自治の推進には欠かせない存在となって

います。 

第１項は、「地域コミュニティ」には、地縁型、テーマ型いずれのコミュニティも含みます

が、一般に使われる広い意味の「コミュニティ」ではなく、「地域の課題に自ら取り組むことを

目的とし、自主的に形成された集団」にしぼったものを、この条例では「地域コミュニティ」と

定義しています。また、市民は地域コミュニティが自治の担い手であることを認識し、これらの

活動に積極的に参画・協力するなど、地域コミュニティを守り育てていくことに努めることが求
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められます。 

第２項は、自治の担い手である地域コミュニティは、自主・自立の考え方が基本であることか

ら、執行機関が政策形成等を行うに当たっては、当然のこととして、地域コミュニティの自主

性、自立性を尊重し、公益的な活動については、活動場所の提供、活動資金の援助、活動に関す

る情報提供などの支援ができることを規定したものです。 

第３項は、市議会も地域コミュニティの自主性や自立性を尊重することを規定したものです。 

 

第９章 住民投票 

第２９条 市長は、市政の重要な事項について市民の意思を確認するため、必要に応じて住民投

票を実施することができるものとし、住民投票を実施したときは、その結果を尊重しなければ

ならない。 

２ 住民投票の実施に関し必要な事項は、その事案ごとに、別に条例で定める。 

３ 市議会議員及び市長の選挙権を有する市民は、法令の定めるところにより、住民投票を規定

した条例の制定を市長に請求することができる。 

【解説】 

住民投票とは、住民が直接投票によって市政に関する重要な問題について意思表明することを

いいます。 

第１項は、市長が、市政に関わる重要事項について、広く市民の意見を把握するため、自らの

判断に基づき住民投票を実施できることを規定したものです。また、住民投票の結果については

法的な拘束力はもたないため、投票の結果を受けて市民、市議会及び市長等は、「尊重しなけれ

ばならない」と定めています。 

第２項は、住民投票の実施について必要な事項のうち、本条例に定めのない事項（投票資格者

や、「市政に関わる重要事項」の判断基準、実施に関する具体的な手続きなど）については、別

に条例で定めることを規定したものです。 

第３項は、市長は、争点となった事案に関する施策の実施に当たっては、市長の政治的責任の

範囲で住民投票の結果を「尊重する」形で事務執行を行うことを規定したものです。市議会は、

市長から提案された施策について議決や同意をするに当たって、議決機関としての政治的責任の

範囲で住民投票の結果を「尊重する」形で審議し、採決することになります。しかし、これにつ

いては、市議会における自由な論議についてまで拘束するものではありません。また、市民も、

住民投票の結果を厳粛に受け止め、尊重することとしています。 

 

第１０章 国、県等との連携 

第３０条 市長は、共通する課題を解決するため、国、県及び関係する地方公共団体と互いに連

携を図りながら協力するよう努めるものとする。 

【解説】 

 一自治体では対応できない行政課題を、他自治体と連携しながら解決を図るということを規定

したものです。 
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第１１章 条例の見直し等 

 （自治基本条例推進委員会の設置等） 

第３１条 市長は、自治運営の状況を把握し、自治運営がこの条例の趣旨に適合するものかどう

かを検証するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の規定に基

づき、玉名市自治基本条例推進委員会を設置する。 

２ 玉名市自治基本条例推進委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、別に条例で定める。 

【解説】 

本市の自治運営の状況を把握し、検証するために玉名市自治基本条例推進委員会を設置するこ

とを規定したものです。 

 

 （条例の見直し） 

第３２条 市長は、５年を超えない期間ごとに、この条例が社会情勢の変化等に適合したものか

どうかを検討し、市民の意見を踏まえて、この条例を見直すものとする。 

【解説】 

自治基本条例については、時代の変化に対応した新しい状況への適合が求められていることか

ら、期間を定めて、必要に応じて見直しをすることを定めているのが一般的です。 

見直しをする必要があるときは、審議会・パブリックコメント手続などの手段により、市民の

意見を聴いて、改正などの措置を講じるよう規定したものです。 


